
                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

     

 

    

 

   

    

  

  

 

   

   

 

  

 

 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

２５年度税制改正で商業・サービス業の設備投資を応援する税制が創設された。例えば、新し

い商品を販売するために陳列棚を入れるとか、レジスターを入れ替える、古くなった看板など店

舗の外装をきれいにする際などにこの制度を活用すれば、納税額が少なくなる。適用を受けるに

は、経営革新等支援機関など（経営革新等支援機関、商工会議所、都道府県中小企業団体中央会

など）から経営改善に関する指導および助言を受けていることが必要。また、「指導及び助言を

受けたことを明らかにする書類」に対象となる設備が記載され、その設備を実際に取得して、中

小企業者等の営む商業、サービス業等の事業の用に供しなければならない。対象となる設備は「減

価償却資産の耐用年数等に関する省令」別表第１の「「「「建物附属設備建物附属設備建物附属設備建物附属設備」」」」でででで６０６０６０６０万円以上万円以上万円以上万円以上、、、、およびおよびおよびおよび「「「「器器器器

具及具及具及具及びびびび備品備品備品備品」」」」でででで３０３０３０３０万円以上万円以上万円以上万円以上。。。。中古品中古品中古品中古品はははは対象外対象外対象外対象外。。。。設備設備設備設備をををを使使使使いいいい始始始始めためためためた年度年度年度年度にににに限限限限りりりり、、、、取得価格取得価格取得価格取得価格のののの３０３０３０３０％％％％

のののの特別償却特別償却特別償却特別償却、、、、またはまたはまたはまたは税額控除税額控除税額控除税額控除がががが受受受受けられるけられるけられるけられる。。。。税額控除税額控除税額控除税額控除されるされるされるされる額額額額はははは、、、、取得価格取得価格取得価格取得価格のののの７７７７％％％％またはまたはまたはまたは税額税額税額税額のののの

２２２２００００％％％％のいずれかのいずれかのいずれかのいずれか低低低低いいいい額額額額。。。。税額控除税額控除税額控除税額控除はははは、、、、個人事業者個人事業者個人事業者個人事業者またはまたはまたはまたは資本金資本金資本金資本金３３３３，，，，００００００００００００万円以下万円以下万円以下万円以下のののの法人法人法人法人のみのみのみのみ

がががが選択選択選択選択できるできるできるできる。。。。ファイナンスリースファイナンスリースファイナンスリースファイナンスリース取引取引取引取引のうちのうちのうちのうち、、、、所有権移転外所有権移転外所有権移転外所有権移転外リースリースリースリースでででで取得取得取得取得したしたしたした設備設備設備設備のののの場合場合場合場合、、、、特特特特

別償却別償却別償却別償却はははは選択選択選択選択できないできないできないできない。。。。    
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『教育費贈与非課税 学校以外５００万限度―文科省』 

平成２５年度税制改正では、子や孫に対する教育資金の一括贈与に係る贈与税が最大１，５０

０万円まで非課税となる制度が創設されたが、この教育資金の範囲が先般の文部科学省告示で明

らかにされた。 

学校等に直接支払われる、非課税の対象となる金銭には、○入学金、授業料、施設費や試験の

検定料○学用品費、修学旅行費、給食費、等が含まれる。「学校等」には、学校教育法上の各種

学校のほか、認定子ども園や保育所、制度上位置づけられた国外の学校、日本人学校等も該当。 

またまたまたまた、、、、支払支払支払支払うううう先先先先がががが学校等以外学校等以外学校等以外学校等以外でもでもでもでも、「、「、「、「教育教育教育教育のためにのためにのためにのために支払支払支払支払われるものとしてわれるものとしてわれるものとしてわれるものとして社会通念上相当社会通念上相当社会通念上相当社会通念上相当」」」」であであであであ

ればればればれば幅広幅広幅広幅広くくくく認認認認められめられめられめられ、、、、学習塾学習塾学習塾学習塾やややや家庭教師家庭教師家庭教師家庭教師、、、、習習習習いいいい事事事事におけるにおけるにおけるにおける指導指導指導指導へのへのへのへの対価対価対価対価やややや施設施設施設施設のののの使用料使用料使用料使用料、、、、そのそのそのその指指指指

導導導導のののの場場場場においてにおいてにおいてにおいて必要必要必要必要なななな物品物品物品物品をををを指導者指導者指導者指導者をををを通通通通じてじてじてじて購入購入購入購入するするするする場合場合場合場合のののの費用費用費用費用がががが、、、、５００５００５００５００万円万円万円万円までまでまでまで非課税非課税非課税非課税となとなとなとな

るるるる。。。。    

いずれも「直接」支払う場合に限られ、店舗での物品購入などは対象とならな 

い。ただ学校等で使用する学用品費や修学旅行費、給食費のうち、業者に支払う 

代金については、学生の全部または大半が支払うものと学校等が認めた場合には 

５００万円までの非課税枠の対象とされる。金融機関に提出する領収書等につい 

ては、文科省がＨＰで分かり易く説明している。 


